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菅野智子
東京大学 非鉄金属資源循環工学寄附研究部門 特任教授

生産技術研究所 教授

1995年４月 特許庁入庁。半導体プロセス・デバイス、食品、微生物、化粧料などに関連
する技術分野の特許審査・審判実務に従事。2019年には、合金及びリチウムイオン電池や
燃料電池等化学電池の特許審査を担当する特許審査室を審査監理官として統括。また、
2021年3月に退官するまで、企画調査課課長補佐（技術動向班長）、広報室長、品質管理
室長、特許戦略企画調整官等を歴任し、知財行政に貢献した他、産業技術総合研究所知財
企画室長、東京大学産学協創推進本部副本部長として、公的研究機関や大学での産学連携
に貢献。

2021年８月 東京大学生産技術研究所に着任。

2024年4月（兼務）総長特任補佐（スタートアップエコシステム構築、知財活用戦略）
国際オープンイノベーション機構 機構長
産学協創推進本部 副本部長／イノベーション推進部長

自己紹介： 菅野 智子（すがのともこ）
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大学という場での
新しい価値創造の在り方
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特許出願件数の推移

我が国の特許出願件数の推移
• 1885年4月18日 「専売特許条例」の公布 初代専売特許所長官 高橋是清
• 1959年4月13日 特許法（昭和34年法）公布

（出典）工業所有権制度百年史別巻P.13，特許行政年次報告書（特許庁）

（件数）

特許出願年

1959年
（昭和34年）
約4万件

1945年
（昭和20年）
約4千件

2022年
（令和5年）
約30万件

1885年
（明治18年）
425件

2001年
（平成13年）
約44万件

1941年
（昭和16年）
約2万件1910年

（明治44年）
約6000件



明治時代の産学連携

（出典）特許第14805号 JplatPat 特許庁

東京帝国大学理学部化学科

池田菊苗教授 昆布のうま味の研究

鈴木三郎助、特許の権利を池田教授と共有

「味の素🄬🄬」美人印商標登録

うま味調味料 「味の素🄬🄬」

1908年（明治41年） 特許第14805号

「グルタミン酸塩を主成分とせる調味料製造法」

1909年（明治42年） 産学連携から事業開始

合資会社鈴木製薬所

味の素グループへ
(出典)
特許庁ウエブサイト．「十大発明家」 .特許庁．（更新日2011年2月10日）

https://www.jpo.go.jp/introduction/rekishi/10hatsumeika.html（最終アクセス日2024年8月19日）
味の素グ株式会社ウエブサイト．「味の素グループ年表」

https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/history/chronology/index.html （最終アクセス日2024年8月19日）

1910年（明治43年） 台湾に特約店設置
1917年（大正6年） （株）鈴木商店（現、味の素社）設立

https://www.jpo.go.jp/introduction/rekishi/10hatsumeika.html
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/history/chronology/index.html


世界の特許出願の状況

(出典)  
JPO STATUS REPORT 2024    
JPO Website: https://www.jpo.go.jp/resources/report/statusreport/2024/document/index/0102.pdf
（最終アクセス日：2024年8月19日）

●世界の特許出願件数は、主に中国人による中国国家知識産権局への特許出願件数の増加により、居住者、
非居住者ともに2013年以降増加傾向。

https://www.jpo.go.jp/resources/report/statusreport/2024/document/index/0102.pdf


五庁（IP5）の特許出願の状況

(出典)  
JPO STATUS REPORT 2024    
JPO Website: https://www.jpo.go.jp/resources/report/statusreport/2024/document/index/0102.pdf
（最終アクセス日：2024年8月19日）

●世界の特許出願のうち、約85%が日・米・欧・中・韓の5庁への出願。
中国への特許出願件数は2000年以降、大きく増加。中国への出願は、9割が中国国内からの出願。
その他の庁への出願は横ばい傾向。

約30万件

約60万件

約162万件

https://www.jpo.go.jp/resources/report/statusreport/2024/document/index/0102.pdf


世界のPCT国際出願動向

(出典)  
特許庁ウエブサイト．特許行政年次報告書2024年版 p.6 第１章③世界のPCT国際出願件数 から作成
https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/index/0101.pdf
（最終アクセス日：2024年8月19日）

●PCT国際出願件数は2014年以降増加傾向にあるが、2023年は前年に比べてやや減少。
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PCT国際出願の公開件数上位出願人（2003年と2023年）

（出典）特許行政年次報告書2004年版 統計・資料編 第3章 国際出願関係統計（7）PCT国際出願に係る国際公開公報掲載の上位100位までの企業
特許行政年次報告書2024年版 国際出願関係統計 7.国際出願（PCT出願）に係る国際公開公報掲載の上位出願人
いずれも、政府統計の総合窓口のウエブサイト、特許行政年次報告書（統計情報）https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00552020
（最終アクセス日2024年8月27日）

PCT出願件数上位企業（2023年）PCT出願件数上位企業（国際公開年2003年）

三菱電機

NTT

パナソニック

NEC
ソニー

村田製作所

上位20社のうち、
日本企業３社、米国企業9社

上位20社のうち、
日本企業6社、中国企業7社、米国企業2社

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00552020


PCT国際出願の公開件数上位にランクインした国内外大学

(出典)  
特許庁ウエブサイト．特許行政年次報告書2024年版
第１部グラフでみる主要な統計情報 第4章大学等における知的財産活動 p.57
https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/index/0104.pdf
（最終アクセス日：2024年8月19日）

PCT国際出願の公開件数上位30位にランクインした国
内外の大学（2023年に国際公開された出願の件数）

(出典)  
東京大学産学協創推進本部ウエブサイト，東京大学知的財産報告書2023
共同出願に係る日米比較：民間企業が関わる研究成果
https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/content/400104689.pdf
（最終アクセス日：2024年8月28日）

https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/index/0104.pdf
https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/content/400104689.pdf


知的財産権の意義

 事業優位性の確保

 技術の特定

 技術情報の公開

特許法 第１条 この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨励し、
もつて産業の発達に寄与することを目的とする。

 独占

 他社との連携

 自己の技術であることの証明

 連携の可能性を見出す

 可視化により次なる価値創造の可能性
を見出す



なぜ大学が特許権を取得するのか

 大学の研究成果を社会に還元するため

 大学の研究成果であることを特定するため

 大学の研究成果を産業界に知らせるため

 事業優位性の確保

 技術の特定

 技術情報の公開



大学の役割

学校教育法
第83条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研
究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。
② 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供すること
により、社会の発展に寄与するものとする。

社会の発展への寄与

時代や社会からの期待に応えていく

教育・研究
その成果を広く社会に提供



現代社会の課題

21世紀に入り
情報技術の進展を背景としたグローバリゼーション
自前主義からの脱却、オープン・イノベーション
製品のライフサイクルの短縮化、顧客や市場ニーズの変化

2020年以降
新型コロナウイルス感染拡大
気候変動などの地球環境の危機
国際情勢の不安定化、社会経済構造の変化、経済安全保障の推進
生成AIの飛躍的発展



産学連携の今

技術的課題に基づく研究室単位での共同研究
これまでの産学連携

 大きなビジョンを共有して、具体的な連携内容をデザイン
 分野横断的な研究教育活動を推進、新しい研究領域を創出
 人材交流、スタートアップとの交流など、新しいプログラムを創出
 大学がハブとなり、複数企業とのコラボレーションを実現

組織対組織での取組
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研究

学生

大学 企業

大学という場での新しい価値創造

研究成果を社会に
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研究

学生

大学 企業

大学という場での新しい価値創造

社会
さまざまな脅威・リスクが重層化・複合化

新たな価値を創造する場

生成AIの飛躍的発展
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大学のつなぐ役割がますます重要に

社会課題に向き合う場

優位性、技術の特定、可視化
連携する手段、連携の可能性を見出す手段 知的財産権

社会

大学 企業



まとめ



東京大学
生産技術研究所
もしかする未来

ご清聴ありがとうございまし
た。

「材料開発とAI関連発明」Ⓒ2024Tomoko Sugano
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